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令和５年度一般会計当初予算の重点事業の主なもの

～第 5次北茨城市総合計画 基本計画体系別～

【企業誘致等の推進】

１ 企業誘致奨励金［継続］ ２０，８５４千円

市内の工業団地に新設又は増設をした企業に対し、固定資産税額相当分の奨励

金を交付することにより、優良企業の誘致と既存企業の設備投資の促進を図る。

［商工観光課］

２ クリエイティブ企業等事務所開設・運営費補助金［継続］ ２，０００千円

県北地域外から生涯学習センター分館内に整備したシェアオフィスに進出する

クリエイティブ企業等に対し、開設・運営に係る費用の一部を補助することで、

企業誘致と雇用の創出を図る。 ［商工観光課］

【中小企業の競争力強化】

３ 起業支援事業費補助金［継続］ ４，０００千円

市内で創業する者に対して、創業に係る費用の一部を補助することにより、創

業を促進し、雇用の創出を図る。 ［商工観光課］

４ 商品開発・販路開拓支援事業費補助金［継続］ １，６００千円

市内の優れた資源を活用した商品・役務の開発や販路開拓等に要する費用の一

部を補助することにより、事業拡大を推進し、雇用の創出を図る。

［商工観光課］

【農林水産業の振興】

５ 転作達成促進事業補助金［継続］ ８６，７００千円

市農業再生協議会を中心に、生産者、生産団体及び市が一体となり、飼料用米、

稲発酵粗飼料用稲（ＷＣＳ）等への転作により生産調整を推進するとともに農家

の所得向上を図る。

〇補助金額

・ 飼料用米 ※自作地 10aあたり 30,000円

・ 飼料用米 ※借地 10aあたり 20,000円

・ 稲発酵粗飼料用稲（ＷＣＳ） ※自作地 10aあたり 30,000円

・ 稲発酵粗飼料用稲（ＷＣＳ） ※借地 10aあたり 20,000円 等

［農林水産課］

重点目標Ⅰ 安定した雇用を創出する

第１章 重点プロジェクト
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【観光の振興】

６ 観光振興推進事業［継続］ ５，１３５千円

観光アクションプランに基づき、人材育成・地域資源開発、受入環境整備、観

光商品開発、新たなプロモーションの展開など、さらなる観光振興を図る。

［商工観光課］

７ 揚枝方地区キャンプ場整備事業［継続］ １５，０００千円

「芸術によるまちづくり」を展開している関本町富士ヶ丘揚枝方地区に恵まれ

た自然景観と融和したキャンプ場の整備を行い、生涯学習センター分館「期待

場」や芸術活動拠点「ＡＲＩＧＡＴＥＥ」と連携し、地域の自然や芸術を生かす

ことで、より一層の交流人口の拡大を図る。

※ 令和５年度は、井戸給水施設設計業務委託料を計上 ［商工観光課］

【移住・定住の促進】

８ 移住交流促進事業［継続］ ４，９７１千円

首都圏在住者向けの移住希望者に対するセミナーや移住体験ツアーを実施し、

本市への移住・二地域居住を促進する。 ［企画政策課］

【芸術によるまちづくり（関係人口の創出）】

９ 地域おこし協力隊事業［継続］ ９，７３５千円

芸術家等を地域おこし協力隊として受け入れ、活動拠点となる生涯学習センタ

ー分館「期待場」を中心に、芸術活動を通じて地域の活性化を図る。

［企画政策課］

10 芸術による里山づくり事業［継続］ ３，３６６千円

集落支援員を設置し、地域住民と協力して集落の整備や地域の活性化を図る。

［企画政策課］

11 芸術によるまちづくり事業（ふるさと探検隊事業を含む。）［継続］

２，５３７千円

芸術活動拠点施設である生涯学習センター分館「期待場」を中心に、芸術関連

のイベント等を開催し、地域の活性化を図る。 ［生涯学習課、農林水産課］

重点目標Ⅱ 新しい人の流れをつくる
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【教育・保育施設の充実】

12 教育・保育施設処遇等向上費補助金［継続］ ２１，８０３千円

教育・保育施設を利用する児童の処遇向上や当該施設において提供される教

育・保育の質の向上を図るための環境整備に要する経費を補助する。

［子育て支援課］

【給食費の無償化】

13 学校給食費補助金（小学生無償化） ８２，７７５千円

保護者の負担軽減を図るため、小学校児童について無償化を実施する。

〇小学生 1,750名×4,300円×11月

［学校給食センター］

14 学校給食費補助金（中学生無償化）［継続］ ４９，６０９千円

保護者の負担軽減を図るため、中学校生徒について無償化を実施する。

〇中学生 961名×4,800円×11月

ただし、中学３年生については、積算日数が異なるため別計算による。

［学校給食センター］

【生涯学習の推進】

15 生涯学習センター運営事業［継続］ ８，２２１千円

生涯学習センターにおいて、幅広い世代が集まり、地域に根ざした生涯学習活

動や市民が自主的な学習活動ができる場・機会を提供する。 ［生涯学習課］

【地域公共交通の充実】

16 地域公共交通計画策定事業［継続］ ３，１６８千円

利便性の高い公共交通網の整備に向けた取り組みを体系的に位置づけ、公共交

通機関の機能強化、バス路線網の再編等について、令和６年度から令和１０年度

までの５年間の計画を策定する。 ［まちづくり協働課］

17 タクシー利用助成事業［継続］ ４１，４７２千円

市巡回バスの運行を補完するため、タクシー利用料金の一部を助成し、きめ細

かな公共交通網を整備する。 ［まちづくり協働課］

重点目標Ⅳ
時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、

他の地域と連携する

重点目標Ⅲ
若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、

誰もが活躍できる地域社会をつくる
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【健康都市づくりの推進】

18 健康ポイント事業［継続］ ９，３４７千円

健康づくり事業への参加や特定健診・各種がん検診を受診した参加者にポイン

トを付与し、参加者の健康づくりを推進する。 ［健康づくり支援課］

19 健康増進計画策定業務委託料 ５，５００千円

市民の健康寿命の延伸に向けて、市民の健康課題を抽出・分析し、実情に応じ

た健康づくりの施策を推進する計画を策定する。 ［健康づくり支援課］

【一般廃棄物処理の広域化】

20 清掃センター建設事業［継続］ ４８６，６１３千円

広域で実施する清掃センター運営費等を高萩市との協定に基づき負担する。

○ 高萩・北茨城広域事務組合事務費負担金 ５，５５０千円

○ 高萩・北茨城広域事務組合公債費負担金 ７９，０５９千円

〇 高萩・北茨城広域事務組合運営費負担金 ３７２，６５７千円

〇 高萩・北茨城広域事務組合人件費負担金 ２９，３４７千円

［生活環境課］

【市民協働・市民参加の推進】

21 道路里親活動事業［継続］ ２，７２８千円

地域住民等によって組織するボランティア団体が、道路の巡視や環境美化運動

を通して市と協働し、地域にふさわしい道づくりを進めるための活動を行う。

（令和５年１月末現在 ３９団体） ［建設課］

【行財政の効率的運営】

22 第５次総合計画後期基本計画策定業務委託料 ５，９５１千円

令和７年度から令和１１年度までを計画期間とする、第５次総合計画後期基本

計画の策定に着手する。

※ 令和５年度は、市民アンケート調査の実施及び調査結果の分析等を行う。

［企画政策課］

23 市庁舎空調・電気設備等改修事業［継続］ ２７８，７４０千円

老朽化した市庁舎の空調・電気設備等改修工事を行う。

※ 令和５年度は、４階執務室の照明（ＬＥＤ化）・空調設備改修、変電設備

基本目標Ⅰ 市民が主役の持続可能なまちづくり

第 2章 分野別計画
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の更新等を行う。 ［総務課］

24 ＤＸ支援業務委託料 ５，５００千円

業務内容・業務量の可視化、業務改善策の検討等を行い、デジタル技術等の活

用による業務効率化を図る。 ［企画政策課］

25 街路灯・防犯灯ＬＥＤ化事業［継続］ ３９，１８１千円

区及び常会管理の街路灯について、市管理の防犯灯（ＬＥＤ灯）への移管業務

を行う。また、既存の防犯灯についても、順次ＬＥＤ灯具への交換を行う。

［まちづくり協働課］

【健康・医療の充実】

26 子宮頸がんワクチン接種事業［継続］ １９，１６３千円

子宮頸がんの羅患を防ぐため、小学校６年生から高校１年生までの女子の希望

する者に予防接種を行う。また、ワクチン副反応の問題により積極的接種勧奨を

行わなかった期間に対象年齢であった者も対象とする。 ［健康づくり支援課］

27 １か月児健診事業［継続］ １，０００千円

乳児の心身の健康管理と産後の経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出

産・子育てができる体制を確保するため、生後１か月児健診費用の助成を行う。

［健康づくり支援課］

28 早期療育支援システム事業委託料［継続］ ２，６９４千円

健康診査において発達の遅れが疑われる乳幼児を早期に発見し、健やかな発達

を促すため、早期療育指導を行う。 ［健康づくり支援課］

【地域福祉の充実】

29 障害者福祉計画策定業務委託料 ４，９１７千円

障がいのある方を支える福祉サービスの充実を図るため、令和６年度以降を計

画期間とする第７期障害者・第３期障害児福祉計画を策定する。［社会福祉課］

30 高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託料［継続］ １，６５０千円

令和６年度から令和８年度までを計画期間とする第９期高齢者福祉計画・介護

保険事業計画を策定する。 ［高齢福祉課］

31 出産祝金事業［継続］ ７，３００千円

次代を担う児童の健全育成・多子養育の負担軽減を図るため、第３子以降の出

産世帯に対し、出産祝金を支給する。 ［子育て支援課］

基本目標Ⅱ 誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり
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32 子ども・子育て支援事業計画策定業務委託料 ３，４１０千円

次代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境の整備や子育て支援施策の更

なる拡充のため、令和７年度から令和１１年度までを計画期間とする子ども・子

育て支援事業計画を策定する。 ［子育て支援課］

33 子育て世帯応援商品券配布事業［継続］ ２，６４５千円

子育てに係る経済的な負担を軽減するため、第１子及び第２子の出産世帯に対

し、子育て応援商品券を支給する。 ［子育て支援課］

【社会保障の充実】

34 小児市助成医療費扶助事業［継続］ ５３，１７１千円

１８歳までの医療費無料化を引き続き実施する。 ［保険年金課］

【学校教育等の充実】

35 奨学資金等支援支給事業［継続］ ４，７００千円

瓦葺利夫人材育成基金を活用し、市独自の給付型の奨学資金を支給する。

［教育総務課］

36 ＩＣＴ支援員配置事業［継続］ １３，１９５千円

教員のＩＣＴスキルの向上を図り、各学校におけるタブレット端末を活用した

授業実践を促進するため、ＩＣＴ支援員を配置する。 ［学校教育課］

37 ＧＩＧＡスクール事業［継続］ ７２，０２１千円

児童生徒に１人１台タブレット端末を整備し、多様な子どもたちを誰一人取り

残すことなく、子どもたち一人一人に公正に個別最適化され、資質・能力を一層

確実に育成できる教育を行う。 ［教育総務課］

38 大津小学校校舎長寿命化改修事業 ２０，３６７千円

老朽化した大津小学校校舎の屋上防水改修工事を行う。 ［教育総務課］

39 小中学校特別教室空調整備事業［継続］ １７６，６２０千円

小中学校特別教室の空調設備の整備を行う。

※ 令和４年度１２月補正予算において設計委託料を計上済 ［教育総務課］

40 コミュニティ・スクール事業（学校運営協議会制度）［継続］１，５５４千円

保護者や地域の声を学校運営に活かすため、全小中学校に学校運営協議会を設

置する。 ［生涯学習課］

基本目標Ⅲ ふるさとを想う教育・文化のまちづくり
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41 食物アレルギー対策補助金 ３４１千円

学校給食の完全無償化に伴い、食物アレルギーにより弁当を持参する世帯に対

し、補助金を交付する。 ［学校給食センター］

【生涯学習社会の構築】

42 ヒロシマで学ぶ平和への旅事業［継続］ ５，６６７千円

原爆被害を受けた広島を訪れ、平和記念式典に参加等を通じて、子どもたちに

戦争の恐ろしさや平和の大切さを体得させる。 ［生涯学習課］

43 常陸大津の御船祭補助金［継続］ ２，０００千円

令和６年度開催予定の国指定重要無形民俗文化財である常陸大津の御船祭の準

備費用の一部を補助する。 ［生涯学習課］

44 デジタルアーカイブ事業 １０，５２９千円

市内の郷土資料をデジタル資料として作成・保存し、図書館ホームページ上で

「北茨城市デジタルアーカイブ」として公開する（令和５年度～６年度の２か年

で実施）。 ［図書館］

【土地利用】

45 農業振興地域整備促進事業［継続］ ３，２４５千円

市内全域の農用地区域のエリア・設定方針の見直しを行い、農地基礎調査及び

整備計画書作成を行う。 ［農林水産課］

46 地籍調査事業（測量委託料）［継続］ ３５，４７８千円

国土調査法等に基づき、華川町上小津田地区及び日棚・松井地区の地籍測量業

務等を行う。 ［地籍調査課］

【都市基盤の充実】

47 トンネル長寿命化修繕事業［継続］ ２５，２００千円

個別施設計画に基づき、平潟地区１箇所のトンネル修繕工事を行うほか、定期

点検を実施する。 ［建設課］

48 道路新設改良事業［継続］ １７９，６３０千円

安全安心な道路整備や生活利便性の向上を図るため、市道の改良工事を行う。

〇下桜井線、松井線、中妻豊田線、豊田線等の整備

〇ときわ団地排水対策、旧磯原中学校跡地排水施設の整備 ［建設課］

基本目標Ⅳ 安らぎと利便性が高いまちづくり
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49 橋りょう長寿命化事業［継続］ ３０８，３００千円

個別施設計画に基づき、市内８橋の橋りょう修繕工事を行うほか、修繕設計・

定期点検を実施する。 ［建設課］

50 高井川改修事業［継続］ ６，０００千円

集中豪雨等による災害の危険に備え、高井川の大津町北町地内の護岸整備工事

を行う。 ［建設課］

51 駅西停車場豊田線整備事業［継続］ ６３，０００千円

磯原駅西と県道北茨城インター線を結ぶ都市計画道路を整備する。

（延長＝542ｍ、幅員＝16ｍ） ［都市計画課］

52 内水浸水想定区域図作成業務委託（都市下水路） ２３，０００千円

水防法改正により義務付けられた最大規模降雨を想定した内水浸水想定区域図

（磯原駅西地区）を作成する。 ［下水道課］

53 旧磯原中学校跡地公園整備事業［継続］ ２０３，３８８千円

旧磯原中学校跡地を利活用し、公園整備を行う。

（公園用地 約3,000㎡、休憩所、公衆便所、外構整備等）

※ 令和４年度１２月補正において、設計委託料を計上済 ［都市計画課］

54 公営住宅長寿命化計画策定業務委託料 ４，９９４千円

計画的かつ効率的な改修や修繕・維持管理を進めていくため、計画の検証を行

い、令和６年度から令和１０年度までの計画の見直しを行う。 ［建設課］

55 市営臼場住宅長寿命化改修事業 ９６，５５８千円

老朽化した市営臼場住宅の長寿命化改修工事を行う。 ［建設課］

【環境保全・循環型社会の実現】

56 再生可能エネルギービジョン策定業務委託料 ９，９９９千円

２０５０年温室ガス排出量ゼロの目標実現に向けた、再生可能エネルギー導入

目標等の計画策定を行う。 ［生活環境課］

57 新清掃センター周辺環境整備事業［継続］ １０，０００千円

新清掃センター屋外周遊型リサイクル展示施設内広場の設計業務を行う。

［企画政策課］

基本目標Ⅴ 人と地球にやさしい安全なまちづくり
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【生活環境の向上】

58 合葬式墓地整備事業［継続］ ４０，０００千円

少子高齢化や核家族化による墓地の承継に関する問題が顕在化してきたことを

受け、合葬式墓地施設の整備工事を行う。 ［生活環境課］

59 急傾斜対策事業負担金［継続］ ７，５００千円

県営で実施する急傾斜地内崩落対策事業の市負担金を負担する。

※ 華川町下小津田地区、関本町富士ヶ丘地区、大津町西町地区の計３箇所を

予定 ［建設課］

60 消防機械器具置場新築工事 ４５，１７７千円

第６分団の部統合に伴い、老朽化した詰所等の移転新築工事を行う。

［消防本部］

61 災害対応特殊救急車購入費 ４０，２４４千円

高度な資機材を装備する高規格救急自動車の更新を行う。 ［消防本部］

62 地域防災計画策定業務委託料 ４，９９４千円

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に対応した計画を策定する。 ［総務課］

【産業の振興】

63 茜平総合交流施設改修事業［継続］ ６９，２０１千円

利用客へのサービスの向上や施設の安全安心な管理運営を図るため、施設の大

規模リニューアル工事を行う（令和５年度は、浴室、宴会場等の改修工事を実

施）。 ［農林水産課］

64 国道６号関本・勿来バイパス排水流末整備事業［継続］ ４０，０００千円

国道６号関本・勿来バイパスの道路排水が大雨等により増加した際の周辺施設

への被害を未然に防ぐため、接続する法定外公共物（水路等）の整備工事を行う。

［農林水産課］

65 下桜井地区土地改良事業負担金［継続］ ７，４００千円

県営で実施する中郷町下桜井地区のかんがい排水事業及びほ場整備事業の市負

担金を負担する。 ［農林水産課］

66 高田用水地区土地改良事業負担金 ６，５００千円

県営で実施する華川町下相田地区のほ場整備事業の市負担金を負担する。

［農林水産課］

基本目標Ⅵ 創意に満ちた活力あるまちづくり
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67 十石堀拠点整備工事 １８，１５０千円

世界かんがい施設遺産である「十石堀」への来訪者の環境整備として、十石堀

親水公園駐車場を整備する（既存駐車場の拡張）。 ［農林水産課］

68 第１次産業外国人技能実習生受入事業補助金［継続］ １，０００千円

外国人の技能実習生を受け入れることにより、本市の農林水産業の活性化及び

技能実習による国際貢献を図る団体に対し補助金を交付する。

※ 技能実習生１人当たり年額２万円に人数を乗じた額を交付

［農林水産課］

69 市長選挙事務事業 ２７，７２２千円

任期満了に伴う北茨城市長選挙を執行する。 ［総務課］

70 清掃センター解体事業 ３３２，４４３千円

令和５年４月からの新清掃センター稼働に伴い、旧施設の解体工事等を行う。

※ 清掃センター解体工事及び監理委託料については、令和５年度から令和６

年度までの継続費を設定（予算総額 ８００，０００千円）［生活環境課］

71 家賃等回収業務委託料 １，５４０千円

市営住宅の家賃等の滞納債権回収業務の一部を弁護士に委託し、更なる徴収強

化を図る。 ［建設課］

72 雨情の里スポーツ広場解体工事 １００，０００千円

企業誘致に向け、用途廃止となった雨情の里スポーツ広場の解体工事を行う。

［生涯学習課］

● 原油価格高騰等に伴う電気料の増額【総務費～教育費】 ２７０，５４８千円

（前年度比 75,920千円増、＋39.0％）

庁舎管理事業（市庁舎）ほか４５事業について、電気料高騰分を踏まえ増額

【参考】企業会計を含めた電気料の予算総額 ５６２，５３４千円

（前年度比 193,400千円増、＋52.4％）

その他


